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Ⅴ 上場前の株式等の譲受け又は譲渡及び第三者割当

等による募集株式の割当て等について 

 

東証では、国内の他の金融商品取引所に上場していない会社等が東証へ上場を申請する場合、

株式公開の公正性を確保する観点から、株式上場実現の蓋然性が高い時期における申請会社の

第三者割当等による募集株式や募集新株予約権の割当て等を通じて、特定の者が株式上場に際

して短期間に利益を得る行為を防止するため、「上場前の株式等の譲受け又は譲渡」及び「上場

前の第三者割当等による募集株式の割当て等」について必要な事項を定めています。 

 

以下、本章（「Ⅴ 上場前の株式等の譲受け又は譲渡及び第三者割当等による募集株式の割当

て等について」）において、その具体的な内容を説明します。 

 

＜適用範囲＞ 

本章の規制は、次に該当する者を除くすべての申請会社に適用されます。 

 

（１）国内の他の金融商品取引所に上場されている内国株券の発行者 

（２）テクニカル上場規定の適用を受ける申請会社 

（３）外国の金融商品取引所等において上場又は継続的に取引されている内国株券の発行者 

（４）上場会社、国内の他の金融商品取引所に上場されている株券等の発行者又は外国の金融

商品取引所等において上場若しくは継続的に取引されている内国株券の発行者の人的分

割によりその事業を継承する会社（当該承継する事業が新規上場申請者の事業の主体と

なる場合に限る。）であって、当該人的分割前に新規上場申請を行う場合の申請会社 

（５）外国会社 

 

（規程第 222 条、規則第 244 条） 
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１ 上場前の株式等の譲受け又は譲渡について 

（１）上場前の株式等の移動の状況に関する記載 

 

特別利害関係者等（注１）が、基準事業年度の末日の２年前の日（注２）から上場日の前日ま

での期間において、申請会社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡（新株予約権の

行使を含みます。以下「株式等の移動」といいます。）を行っている場合には、当該株式等の移

動の状況を「Ⅰの部」の「株式公開情報 第１ 特別利害関係者等の株式等の移動状況」に記載

が求められます。この際、価格の算定根拠の記載にあたっては、「有価証券上場規程施行規則別

添７、価格の算定根拠の記載について」及び「具体的記載例」を参考として、投資者にとって分

かりやすい内容となるように配慮してください。ただし、申請会社の発行する株式が、特定取

引所金融商品市場に上場している場合を除きます。 

（規則第 266 条） 

 

（注１）「特別利害関係者等」とは、開示府令第１条第 31 号に規定する特別利害関係者等であ

り、具体的には次に掲げる者をいいます。 

    ①申請会社の特別利害関係者 

    ②申請会社の大株主上位 10 名 

    ③申請会社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員 

    ④金融商品取引業者等並びにその役員、人的関係会社及び資本的関係会社 

 

（注２）例えば、基準事業年度の末日が３月 31 日の場合、その２年前の４月１日をいいます。 

 

（２）上場前の株式等の移動に関する記録の保存等 

 

申請会社は、上場日から５年間、上場前の株式等の移動の状況に関する記載の内容について

の記録を保存し、東証が必要に応じて行う提出請求に応じなければなりません。 

東証は、申請会社が記録の提出に応じない場合、当該申請会社の名称及び提出請求に応じな

い旨を公表することができるほか、提出された記録を検討した結果、株式等の移動の状況に関

する記載の内容が明らかに正確でなかったと認められるときは、当該申請会社及び幹事取引参

加者の名称並びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができます。 

（規則第 267 条） 
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２ 上場前の第三者割当等による募集株式の割当て等について 

（１）募集株式の割当て及び所有に関する規制について 

 

①継続所有に関する確約及び確約を証する書類の提出について 

申請会社が、基準事業年度の末日の１年前の日以後において、第三者割当等による募集株式

の割当て（注１、２）を行っている場合には、当該申請会社及び割当てを受けた者の二者が、次

の②に掲げる事項について確約を行い、確約を証する書類を東証に提出することが求められま

す。申請会社が、確約を証する書類の提出を行わないときには、東証は上場申請の不受理又は

受理の取消しの措置をとることとします。なお、募集株式の割当てを行っているかどうかの認

定は、募集株式に係る払込期日又は払込期間の最終日を基準として行います。 

（規則第 268 条） 

 

（注１）会社法第 199 条第１項に規定する募集株式の割当てのうち、株主割当以外の方法をい

います。 

（注２）申請会社が①他社を吸収合併する場合や、②株式交換により他社を完全子会社化する

場合に発行される株式、若しくは③申請会社が株式移転により設立されている場合の

設立時に発行された株式などは、いわゆる「第三者割当等による募集株式の割当て」

には該当しません。しかし、①、②の場合における当該他社、若しくは③の場合におけ

る株式移転の対象となった会社において、申請会社の基準事業年度の末日の１年前の

日以後に第三者割当等による募集株式の割当てを行っている場合には、特定の者によ

る短期利得の防止という規則の趣旨に鑑み、申請会社株式の継続保有に関する確約等

を要請することがあります。 

 

②確約が求められる事項について 

確約が求められる事項は、次のとおりです。なお、実際の確約書類は、「Ａ 新規上場申請に

係る提出書類等」に掲載した参考様式（継続所有に関する確約書）に準じて作成してください。 

（規則第 268 条第１項） 

 

イ 継続所有 

 割当てを受けた者は、割当てを受けた株式（以下「割当株式」といいます。）を、原則とし

て、割当てを受けた日から上場日以後６か月間を経過する日（当該日において割当株式に係

る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない場合には、割当株式に係る払

込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで所有すること。この場合におい

て、割当株式について株式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割当て又は他の種類の株

式等への転換（注）が行われたときには、当該株式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割

当て又は他の種類の株式等への転換により取得した株式及び新株予約権（以下、「割当株式に

係る取得株式等」といいます。）についても同日まで所有すること。  
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（注）「転換」とは、株式については会社がその発行する株式を取得するのと引換えに他の株

式又は新株予約権を交付することをいい、新株予約権については会社がその発行する

新株予約権を取得するのと引換えに株式又は他の新株予約権を交付することをいいま

す。  

 

ロ 譲渡等を行う場合の申請会社への報告  

 割当を受けた者は、割当株式又は割当株式に係る取得株式等の譲渡を行う場合には、あら

かじめ申請会社に通知するとともに、事後において申請会社にその内容を報告すること。  

 

ハ 譲渡等を行う場合の東証への報告書の提出 

 申請会社は、割当てを受けた者が割当株式又は割当株式に係る取得株式等の譲渡を行った

場合には当該譲渡を行った者及び譲渡を受けた者の氏名及び住所、株式数、日付、価格並び

に理由その他必要な事項を記載した書類を、当該譲渡が上場申請日前に行われたときには上

場申請のときに、上場申請日以後に行われたときには譲渡後直ちに、東証に提出すること。  

 

ニ 所有状況についての東証からの照会に対する申請会社の東証への報告  

 申請会社は、割当株式又は当該割当株式に係る取得株式等の所有状況に関し東証が必要と

認めて照会を行った場合には、必要に応じて割当てを受けた者に対し割当株式又は当該割当

株式に係る取得株式等の所有状況に係る確認を行ったうえで、遅滞なく割当株式又は当該割

当株式に係る取得株式等の所有状況を東証に報告すること。  

 

ホ 所有状況についての東証からの照会に対する割当てを受けた者の申請会社への報告  

 割当てを受けた者は、申請会社から上記ニに規定する割当株式又は当該割当株式に係る取

得株式等の所有状況に係る確認を受けた場合には、直ちにその内容を申請会社に報告するこ

と。  

 

へ 公衆縦覧の同意  

 割当てを受けた者は、継続所有に係る確約等の内容及び割当株式又は取得株式等の譲渡を

行った場合におけるその内容が、公衆縦覧に供されることに同意すること。  

 

ト その他東証が必要と認める事項  

 

③確約を証する書類の提出について 

申請会社は、確約を証する書類を、上場申請日前に募集株式の割当てを行っている場合は上

場申請日に、上場申請日以後に割当てを行っている場合は当該割当後遅滞なく、東証に提出す

るものとします。ただし東証が上場を承認する日の前日を超えることはできません。  

（規則第 268 条第２項）  

 

東証に提出する確約を証する書類は、「Ａ 新規上場申請に係る提出書類等」に掲載した「有

価証券上場規程施行規則第 268 条第１項各号に定める内容の確約を添付の各割当対象者との間

で締結していることを証する」という趣旨を記載した申請会社代表者による東証宛ての書類及

び当該割当対象者の氏名等が記載された一覧表としますが、割当対象者との間で個々に締結し

た継続所有に係る確約書類の写しを全てご提出いただくことも可能です。  
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④上場申請の不受理又は受理の取消しについて 

 第三者割当等による募集株式の割当てを受けた者が、前記②に規定する確約に基づく所有を

現に行っていない場合には、東証は上場申請の不受理又は受理の取消しの措置をとることとし

ます。 ただし、割当てを受けた者が、その経営の著しい不振により割当株式又は取得株式等の

譲渡を行う場合又はその他社会通念上やむを得ないと認められる場合に該当し、かつ、所有を

行っていないことが適当であると認められる場合はこの限りではありません。その他社会通念

上やむを得ないと認められる場合の具体例については、「―その他社会通念上やむを得ないと認

められる場合について―」をご参照ください。 

（規則第 269 条第１項）  

⑤その他 

申請会社は、第三者割当等による募集株式の割当てを受けた者が確約に定める期間内におい

て、当該募集株式の譲渡を行った場合には、必要な事項を記載した書類を東証に提出し、当該

書類を公衆の縦覧に供することに同意することが必要です。書類は、当該第三者割当等による

募集株式又は取得株式等の譲渡が上場申請日前に行われた場合には上場申請日に、上場申請日

以後に行われた場合には譲渡後直ちにご提出いただきます。 

申請会社は、第三者割当等による募集株式の割当てを受けた者の当該募集株式の所有状況に

関して東証から照会を受けた場合には、当該募集株式の所有状況に係る報告を行う必要があり

ます。東証への報告は、申請会社が必要に応じて割当てを受けた者に対し割当株式又は当該割

当株式に係る取得株式等の所有状況に係る確認を行ったうえで、遅滞なく行う必要があります。  

 なお、申請会社は、上場会社となった後においても、確約に定める期間内にあってはこの規

制の適用を受けます。  

（規則第 269 条第２項から第４項） 

 

Ｑ１：制限期間中の第三者割当等による自己株式の処分については、継続所有の確約対象と

なりますか。 

Ａ１：会社法において、自己株式の処分の手続きが新株発行と同一の手続に服するものと整

理されたことを踏まえ、制限期間中の第三者割当等による自己株式の処分についても

継続所有の確約対象となります。 

    なお、募集新株予約権の割当てと同様の効果を有すると認められる、第三者割当等

による自己新株予約権の処分についても、同様の取扱いとなります。 

 

Ｑ２：上場前に募集株式の割当てが行える最終日はいつですか。 

Ａ２：「Ⅰの部」等への開示の確保及び開示状況の審査並びに継続所有の確約の締結確認のた

め、規則上、上場承認の前日までに当該募集株式の割当てに関する確約を証する書類

の提出を求めていることから、上場承認日以降に確約の締結を行うような割当ては行

えません（上場前の第三者割当等による募集新株予約権の割当等についても同様の取

扱いです。）。ただし、新規上場時の公募・売出しと並行して行われる第三者割当（当該

公募・売出しにおける発行価格と同一の条件の場合に限る）に関しては、割当予定の

株式に係る継続所有等の確約を証する書類を上場承認の前日までに提出することで実

施可能です。 
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Ｑ３：継続所有期間中の割当株式について、株式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割当

て又は他の種類の株式等への転換が行われたときには、当該割当株式に係る取得株式

等の取扱いはどうなりますか。 

Ａ３：継続所有期間中の割当株式について、株式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割当

て又は他の種類の株式等への転換が行われたときには、当該割当株式に係る取得株式

等についても継続所有の確約等の対象となります。従って、当該割当株式に係る取得

株式等についても継続所有する旨を確約していない場合には、申請の不受理となりま

すのでご注意ください。 

    なお、当該割当株式に係る取得株式等の継続所有期間は、当初の割当株式に係る継

続所有期間となります。 

 

Ｑ４：申請会社及び割当てを受けた者が確約を締結する時期としてはいつが適当ですか。 

Ａ４：第三者割当等による募集株式の割当てを受けた者は、当該割当株式を原則として割当

てを受けた日から上場日以後６か月を経過する日（当該日において割当株式に係る払

込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない場合には、割当株式に係る

払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで所有することになって

いますので、その内容を含む確約は割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日前

に原則として締結してください。 

    同様に第三者割当等による新株予約権の割当てを行った場合にも、割当日より継続

所有の義務が生じますので、原則として確約は割当日以前に締結してください。 

 

Ｑ５：継続所有の確約を電子契約で行う際の留意事項はありますか。 

Ａ５：書面での場合と大きく変わるものではありませんが、電子契約で確約を行う場合にお

いても、申請予定会社と割当てを受けた者の双方が確約の趣旨や確約内容を十分に理

解し、合意のうえで確約がなされる仕組みが構築されている必要があります。 

 

Ｑ６：種類株など、上場する株式（普通株式）と異なる種類の株式の割当てであっても、割当

てを受けた者との間で確約を行う必要がありますか。 

Ａ６：原則として、種類株式を含むすべての株式が本制度の対象です。ただし、普通株式に対

する転換権がなく、株式上場に際して短期間に利益を得ることのないスキームで発行

された種類株（予約権を含む）については、確約の締結を求めません。なお、確約の締

結を求めなかった種類株（予約権を含む）について、事後的にスキームが変更された

場合は、その時点で確約の締結を要請する可能性があります。  
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—その他社会通念上やむを得ないと認められる場合について— 

  

 規則第 269 条第１項第２号に規定する「その他社会通念上やむを得ないと認められる場合」

として取り扱うケースは次のような例があげられます（割当株式に係る取得株式等についても

同様の取扱いとなります。）。 

なお、第三者割当等による募集新株予約権の割当てを行っている場合については規則第 271

条第１項第２号により準用されます。 

  

１．割当株式の移動前後の所有者に実態的な同一性が認められるケース 

【例１】新たに 100％子会社のベンチャーキャピタルを設立し、当該子会社へ投資事業を譲渡す

る場合 

【例２】持株会社化による 100％子会社の新設に伴う事業譲渡の場合 

 

＜条件＞ 

 ○募集株式の割当てを受けた者が当該割当株式の譲渡前の制限期間中において継続所有を行

っていること 

 ○譲渡された割当株式について、譲渡を受けた者が、上場日以後６か月間を経過する日（当

該日において割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない

場合には、割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで

継続所有する旨確約していること 

 ○譲渡価格が割当時の価格と同額であること 

 

＜確認書類＞ 

 ○継続所有等に係る確約を証する書類 

 ○割当株式の譲渡価格に係る契約内容を証する書類 

 

２．譲渡による割当株式の移動が実質的な所有者は変わらない形式的な移動であると認められ

るケース 

【例１】従業員持株会からの従業員の脱退に伴う割当株式の譲渡の場合 

 

＜条件＞ 

 ○募集株式の割当てを受けた者が当該割当株式の譲渡前の制限期間中において継続所有を行

っていること 

 ○譲渡された割当株式について、譲渡を受けた者が、上場日以後６か月間を経過する日（当

該日において割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない

場合には、割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで

継続所有する旨確約していること 

 ○脱退理由が従業員の退職に伴うものであること 

 

＜確認書類＞ 

 ○継続所有等に係る確約を証する書類 
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【例２】Ａ社の厚生年金基金の積立額不足に充当するために、第三者割当等により割当てられ

た募集株式を退職給付信託に拠出するために信託銀行等に形式的に当該割当株式を移

動する場合 

 

＜条件＞ 

○募集株式の割当てを受けた者が当該割当株式の譲渡前の制限期間中において継続所有を行

っていること 

 ○譲渡された割当株式について、譲渡を受けた者が、上場日以後６か月間を経過する日（当

該日において割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過していない

場合には、割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以後１年間を経過する日）まで

継続所有する旨確約していること 

 ○当該信託からの収益はＡ社の厚生年金掛金支払いにのみ充当されること 

 ○信託財産の処分、払戻し、議決権行使がＡ社の指示によるものである等、株主としての権

利関係において実質的にＡ社が保有しているのと同様であること 

 

＜確認書類＞ 

 ○継続所有等に係る確約を証する書類 

 

３．募集株式の割当時において当該割当株式の継続所有に係る確約を行っていないやむを得な

い事情が認められるケース 

【例】公開予定時期の前倒しにより過去に行われた第三者割当等による募集株式の割当てにつ

いて継続所有義務が事後的に発生する場合 

 

＜条件＞ 

 ○割当株式に係る払込期日又は払込期間の最終日以降、当該割当株式の移動が生じていない

こと 

 ○公開予定時期の前倒し決定後、速やかに継続所有に係る確約を締結していること 

 

＜確認書類＞ 

 ○継続所有等に係る確約を証する書類 

 ○申請会社及び割当てを受けた者の連名により、割当株式の譲渡が行われていないことを確

認した書類。ただし、申請会社の定款により割当株式の譲渡制限に係る定めがある場合又

は株券の不発行制度により割当てを受けた者が割当株式を所持していない場合には、当該

割当株式の譲渡が行われていないことを申請会社が確認した書類でも可 

 

４．株式報酬としての譲渡制限付株式のケース 

【例】割当てを受けた者が退職等により譲渡制限付株式の無償取得事由に該当し、申請会社が

当該株式の無償取得を行う場合 

 

＜条件＞ 

 ○割当てを受けた者が無償取得事由に該当したこと 

 ○申請会社が無償取得していること 
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＜確認書類＞ 

 ○無償取得事由の内容が分かる書類（割当契約等） 

 ○割当てを受けた者が無償取得事由に該当したことが分かる書類 

 

（２）募集新株予約権の割当て及び所有に関する規制について 

 

基準事業年度の末日の１年前の日以後における第三者割当等による募集新株予約権（「（３）

ストックオプションとしての新株予約権の割当て及び所有に関する規制について」に記載する

「ストックオプションとしての新株予約権」を除きます。）の割当て（募集新株予約権の割当て

と同様の効果を有すると認められる自己新株予約権の割当てを含みます。）についても、第三者

割当等による募集株式の割当てと同様の規制を行います（以下、第三者割当等により割当てを

受けた募集新株予約権を「割当新株予約権」といいます。）。 

また、募集新株予約権の割当てを行っているかどうかの認定は、割当日を基準として行いま

す。 

（規則第 270 条第１項） 

 

Ｑ１：募集新株予約権を割り当てた状態での上場は可能ですか。 

Ａ１：募集新株予約権を割り当てた状態での上場は可能です。 

 

Ｑ２：継続所有期間中の割当新株予約権について他の種類の株式等への転換又は行使が行わ

れたときには、当該転換又は行使により取得した株式及び新株予約権並びに当該株式

に係る株式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割当て等により取得した株式及び

新株予約権（以下、「割当新株予約権に係る取得株式等」といいます。）について、継続

所有期間は変更されますか。 

Ａ２：継続所有期間中の割当新株予約権について他の種類の株式等への転換又は行使が行わ

れたときには、当該割当新株予約権に係る取得株式等についても、継続所有の確約等

の対象となりますが、当該割当新株予約権に係る取得株式等の継続所有期間は、当初

の割当新株予約権に係る継続所有期間となりますので、継続所有期間に変更はありま

せん。 

 

Ｑ３：フリー期間（基準事業年度の末日の１年前の日の前日以前）に割り当てられた募集新

株予約権について他の種類の株式等への転換又は行使が行われたときには、当該割当

新株予約権に係る取得株式等について、継続所有に係る確約の締結は必要ですか。 

Ａ３：フリー期間に割り当てられた募集新株予約権について他の種類の株式等への転換又は

行使が基準事業年度の末日の１年前の日以後に行われた場合であっても、当該割当新

株予約権に係る取得株式等について、継続所有に係る確約の締結は必要ありません。 
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Ｑ４：役員又は従業員等を対象とする信託型ストックオプションは、継続所有に係る確約の

締結が必要ですか。また、留意する事項はありますか。 

Ａ４：基準事業年度の末日の１年前の日以後に信託型ストックオプションを設定する場合、

申請会社と受託者との間で継続所有に係る確約の締結が必要です。信託型ストックオ

プションの割当対象者が、今後入社予定の社員や社外協力者など、ストックオプショ

ンとしての新株予約権の割当対象範囲（規則第 272 条に定める「役員又は従業員等」）

より広く設定される場合、受託者との間で規則第 270 条第 1 項に基づく確約が必要で

す（割当対象者が、信託契約締結日時点の役職員など規則第 272 条に定める「役員又

は従業員等」に限られる場合は、規則第 272 条に基づく確約の締結も選択できます）。 

    確約を締結した場合、継続所有期間中に受託者から受益者（役職員等）に新株予約

権を交付することは認められません。ただし、継続所有期間中であっても、将来的に

新株予約権を交付することを目的に、申請会社が業績・成果等に応じて交付条件とな

るポイント等を役職員等に付与するなど交付を伴わない行為は可能です。 

    また、信託型ストックオプションは、Ⅰの部において実質的な割当予定者の情報が

開示されないことから、交付ルールについて丁寧な開示を行うことが望まれます。具

体的には、割当対象者の範囲、新株予約権の交付開始時期、達成すべき業績・成果等の

交付条件の詳細、交付先及び交付数の決定方法（例えば交付先や交付数を決定する会

議体の構成メンバーの状況）、これらの交付ルールを定めた社内ルール（内規・ガイド

ライン等）がある場合はその名称等についてⅠの部に記載することが考えられます。 
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（３）ストックオプションとしての新株予約権の割当て及び所有に関する

規制について 
 

基準事業年度の末日の１年前の日以後における第三者割当等による募集新株予約権のうち、

①で定義するストックオプションとしての新株予約権であって、②及び③の要件を満たすもの

は、以下の取り扱いとします。 

 

①ストックオプションとしての新株予約権について 

ストックオプションとしての新株予約権とは、申請会社が役員又は従業員等（注１）に報酬

として割り当てた（注２）新株予約権であって、次の②及び③に掲げる事項を満たす場合にお

ける当該新株予約権をいいます。（注３） 

 

（注１）「役員又は従業員等」とは、「申請会社の役員又は従業員」、「申請会社の子会社の役員又

は従業員」をいいます。ここでの役員とは役員持株会を含み、取締役、会計参与（会計

参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員を含みます。）、監査役、執行役（理

事及び監事その他これらに準ずる者を含みます。）をいいます。なお、弁護士、会計士、

顧問、大学教授等の会社協力者等や入社前の者は「役員又は従業員等」には該当しま

せん。また、契約社員についても、原則「役員又は従業員等」には該当しません。 

（注２）報酬としての割当てには、役員又は従業員等に新株予約権の発行価格に相当する額の

金銭を支給し、当該役員又は従業員等に新株予約権を有償で割り当てる場合その他の

有償で割り当てる場合を含みます。 

    なお、割当てを行っているかどうかの認定は、割当日を基準とします。 

（規則第 272 条第３項） 

（注３）一定の条件が充足された場合に株式の交付を受ける権利である、いわゆる譲渡制限株

式ユニット（ＲＳＵ）や業績連動型株式ユニット（ＰＳＵ）等については、株式上場に

際して利益を得られる点でストックオプションとしての新株予約権と同様であること

から、ストックオプションとしての新株予約権に係る規制に準じて継続所有に関する

確約等を要請することがあります。 

なお、役員又は従業員等以外に割り当てる場合については、ストックオプションでな

い新株予約権に係る規制に準じて継続所有に関する確約等を要請することがあります。 

 

 

②確約が求められる事項について 

確約が求められる事項は、次のとおりです。なお、実際の確約書類は、「Ａ 新規上場申請に

係る提出書類等」に掲載した参考様式（継続所有に関する確約書）に準じて作成してください。 

 

イ 継続所有  

 ストックオプションとしての新株予約権の割当てを受けた者が、当該新株予約権を、原則

として当該新株予約権の割当日から上場日の前日又は当該新株予約権の行使を行う日のいず

れか早い日まで所有すること。  
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ロ 譲渡等を行う場合の東証への報告書類の提出  

 申請会社は、ストックオプションとしての新株予約権の割当てを受けた者が当該新株予約

権の譲渡を行った場合には、当該譲渡を行った者及び譲渡を受けた者の氏名及び住所、株式

数、日付、価格並びに理由その他必要な事項を記載した書類を、当該譲渡が上場日前に行わ

れたときは上場申請のときに、上場申請日以後に行われたときには譲渡後直ちに、東証に提

出すること。  

  

ハ 所有状況についての東証からの照会に対する申請会社の東証への報告  

 申請会社は、ストックオプションとしての新株予約権の所有状況に関し東証が必要と認め

て照会を行った場合には、必要に応じて当該新株予約権の割当てを受けた者に対し当該新株

予約権の所有状況に係る確認を行ったうえで、遅滞なく新株予約権の所有状況を東証に報告

すること。 

 

ニ 所有状況についての東証からの照会に対するストックオプションとしての新株予約権の割

当等を受けた者の申請会社への報告  

 ストックオプションとしての新株予約権の割当を受けた者は、申請会社から上記ハに規定

する新株予約権の所有状況に係る確認を受けた場合には、直ちにその内容を申請会社に報告

すること。  

   

ホ その他東証が必要と認める事項  

  

③確約を証する書類の提出について 

申請会社は、上場申請日前にストックオプションとしての新株予約権の割当てを行っている

場合は上場申請日に、上場申請日以後に割当てを行っている場合は当該割当後遅滞なく、以下

に掲げる書類を東証に提出するものとします。ただし東証が上場を承認する日の前日を超える

ことはできません。  

（規則第 272 条第２項）  

 （ａ）継続所有等に関する確約を証する書類 

（規則第 272 条第１項第２号ａ）  

 

 （ｂ）申請会社が役員又は従業員等に取得させる目的で新株予約権の割当てを行うものであ

ることその他その割当てに関する事項を記載した取締役会の決議（監査等委員会設置会社

にあっては、取締役の決定を含み、指名委員会等設置会社にあっては、執行役の決定を含

みます。）の内容を証する書類 

（規則第 272 条第１項第２号ｂ）  

 

 （ｃ）申請会社と申請会社からストックオプションとしての新株予約権の割当てを受けた役

員又は従業員等との間において、当該役員又は従業員等が原則として当該新株予約権を譲

渡しない旨の契約を締結していること又は当該新株予約権の譲渡につき制限を行っている

ことを証する書類 

（規則第 272 条第１項第２号ｃ）  
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なお、上記のうち（ａ）及び（ｃ）の書類は、「Ａ 新規上場申請に係る提出書類等」に掲載

した「有価証券上場規程施行規則第 272 条第１項１号及び２号ｃに定める内容の確約を添付の

各割当対象者との間で締結していることを証する」という趣旨を記載した申請会社代表者によ

る東証宛ての書類及び当該割当対象者の氏名等が記載された一覧表としますが、割当対象者と

の間で個々に締結した継続所有に係る確約書類の写しを全てご提出いただくことも可能です。 

また、（ｂ）の書類は、取締役会議事録の写しなどをご提出いただくことを想定しています。 

 

④上場申請の不受理又は受理の取消しについて 

 申請会社からストックオプションとしての新株予約権の割当てを受けた者が、確約に基づく

所有を現に行っていない場合（東証が適当と認める場合（注）を除きます。）には、東証は、上

場申請の不受理又は受理の取消しの措置をとります。  

  

（注）東証が適当と認める場合とは、確約に基づく所有を行っていた者が当該確約の対象とな

っているストックオプションとしての予約権を譲渡した後、申請会社が当該譲渡に係る

ストックオプションとしての新株予約権を速やかに適正な手続きにより失効させており、

かつ、当該ストックオプションとしての新株予約権の行使が行われていない場合をいい

ます。  

（規則第 272 条第１項）  

  

⑤ストックオプションとしての新株予約権の行使又は転換によって交付を行った株式

又は新株予約権に関する規制 

 申請会社が、基準事業年度の末日の１年前の日から上場日の前日までの期間においてストッ

クオプションとしての新株予約権の行使又は転換（基準事業年度の末日の１年前の日以後に割

り当てられた新株予約権に係るものに限ります。）による株式又は新株予約権の交付を行ってい

る場合には、当該株式及び新株予約権についても、上場日の前日まで第三者割当等による募集

株式の割当てと同様の規制を受けます。  

（規則第 273 条）  

  

（ａ）提出書類及び提出時期 

イ 上場申請日前にストックオプションとしての新株予約権の行使又は転換による株式又は新

株予約権の交付を行っている場合 

 以下の書類を上場申請日にご提出いただきます。 

  

 ・継続所有等に関する確約を証する書類（注） 

 ・新株予約権の割当に係る株主総会及びその割当てに関する取締役会の決議（監査等委員

会設置会社にあっては、取締役の決定を含み、指名委員会等設置会社にあっては、執行

役の決定を含みます。）の内容を証する書類 

 ・申請会社と上記の株主総会決議及び取締役会決議により新株予約権の割当てを受ける者

との新株予約権の割当てに関する契約内容を証する書類 

  

ロ 上場申請日の後にストックオプションとしての新株予約権を行使又は転換による株式又は
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新株予約権の交付を行っている場合 

 以下の書類を当該株式又は新株予約権の交付後遅滞なくご提出いただきます。ただし、上

場日の前日を超えることはできません。 

   

 ・継続所有等に関する確約を証する書類（注） 

  

（注）上述の③（ａ）の「継続所有等に関する確約を証する書類」を申請日に提出され、転換

後も継続所有する旨と公衆の縦覧に供されることについて確約をしていただいている場合に

は、提出は不要です。  

（規則第 273 条第２項第２号） 

   

（ｂ）上場申請の不受理又は受理の取消し 

 上記（ａ）の書類の提出を行わないときは、東証は、上場申請の不受理又は受理の取消しの措

置をとります。  

（規則第 273 条第４項） 

 

 また、ストックオプションとしての新株予約権の行使又は転換による株式又は新株予約権の

交付を受けた者が、確約に基づく所有を現に行っていない場合には、東証は、上場申請の不受

理又は受理の取消しの措置をとります。 

 ただし、次のいずれかに該当し、かつ、所有を行っていないことが適当であると認められる

場合には、この限りではありません。 

  

 ・割当てを受けた者が、その経営の著しい不振によりストックオプションとしての新株予約

権の行使若しくは転換に伴い交付を受けた株式若しくは新株予約権又は当該株式に係る株

式分割、株式無償割当て、新株予約権無償割当て等により取得した株式又は新株予約権（以

下「ストックオプションとしての新株予約権に係る取得株式等」といいます。）の譲渡を行

う場合  

 ・その他社会通念上やむを得ないと認められる場合  

  

 なお、申請会社は、ストックオプションとしての新株予約権の割当てを受けた者が、継続所

有期間内において、当該ストックオプションとしての新株予約権に係る取得株式等の譲渡を行

った場合には、必要な事項を記載した書類を東証に提出し、公衆縦覧に供することに同意する

ことが必要です。 

 また、申請会社は、ストックオプションとしての新株予約権に係る取得株式等の所有状況に

関して東証から照会を受けた場合には、必要に応じてストックオプションとしての新株予約権

の割当てを受けた者に対し、当該ストックオプションとしての新株予約権に係る取得株式等の

所有状況に係る確認を行ったうえで、遅滞なく当該ストックオプションとしての新株予約権に

係る取得株式等の所有状況を東証に報告する必要があります。 

（規則第 274 条） 
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＜参考＞上場前の第三者割当増資等に関する規制の概略 

 

区分 確約対象となる 

割当期間 

継続所有期間 提出書類 

株式 基準事業年度の末

日の１年前の日以

降 

上場日以後６か

月又は１年 

継続所有等に係る確約を証する書

類 新株予約権 

 ストックオプション 上場日前日まで 上記に加え、割当に係る取締役会議

事録及び譲渡制限を証する書類 

 

 

（注１）基準事業年度末日の１年前の日以後において割り当てられた募集株式、募集新株予約

権、ストックオプションとしての新株予約権が確約の対象です。 

（注２）新規上場時の公募・売出しと並行して行われる第三者割当（当該公募・売出しにおける

発行価格と同一の条件の場合に限る）に関しては、割当予定の株式に係る継続所有等

の確約を証する書類を上場承認の前日までに提出することで実施可能です。 

（注３）割当日から上場日以後６か月間を経過する日までが継続保有期間です。なお、上場日

以後６か月間を経過する日が割当日から１年間を経過していない場合は、割当株式は

払込期日又は払込期間の最終日から１年間を経過する日まで、割当新株予約権は割当

日から１年間経過する日までが継続所有期間です。 

（注４）割当日から上場日の前日までが継続所有期間です。 

  
基
準
事
業
年
度
開
始
日 

基
準
事
業
年
度
末
日 

（
上
場
申
請
日
） 

上
場
承
認
日
前
日 

上
場
日
前
日 

上
場
日 

上
場
日
後
６
か
月 

20X1.4.1 20X2.3.31 20X2.12.1 20X3.5.31

株式 

新株予約権 

ストック 

オプション 

確約対象となる割当期間（注１） 

確約対象となる割当期間（注１） 

継続所有期間（注４） 

継続所有期間（注３） 

（注２）
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（４）第三者割当等による募集株式等の割当ての状況に関する記載等につ

いて 

 

①第三者割当等による募集株式等の割当ての状況に関する記載 

 申請会社は、基準事業年度の末日の２年前の日から上場日の前日までの期間において、第三

者割当等による募集株式の割当て又は新株予約権の割当て（以下「第三者割当等による募集株

式等の割当て」といいます。）を行っている場合には、当該第三者割当等による募集株式等の割

当ての状況を「Ⅰの部」の「株式公開情報 第２ 第三者割当等の概況」において記載する必要

があります。なお、価格の算定根拠の記載に当たっては、「有価証券上場規程施行規則別添７ 価

格の算定根拠の記載について」及び「具体的記載例」を参考として、投資者にとって分りやすい

内容となるように配慮してください。ただし、申請会社の発行する株券が、特定取引所金融商

品市場に上場している場合は、この限りではありません。  

（規則第 275 条第１項） 

   

②第三者割当等による募集株式等の割当ての状況に関する記録の保存等 

 申請会社は、上場日から５年間、第三者割当等による募集株式等の割当ての状況に関する記

載の内容についての記録を保存する必要があります。 

 また、申請会社は、この記録について、東証が必要に応じて行う提出請求に応じなければな

りません。 

 東証は、申請会社が記録の提出に応じない場合は、当該申請会社の名称及び提出請求に応じ

ない旨を公表することができます。 

 また、東証は、提出された記録を検討した結果、株式等の移動の状況に関する記載の内容が

明らかに正確でなかったと認められるときは、当該申請会社及び幹事取引参加者の名称並びに

当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができます。 

（規則第 276 条）  
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